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人間活動によって排出された二酸化炭素（CO2）の約半
分は、現在大気中に残留している。残りは、海洋や陸域の
生態系により吸収されている。大気中に残留する放出量の
割合は、大気残留率（AF）と呼ばれ、放出源と吸収源のバ
ランスを示す重要な指標である。AF は年々変動が大きく、
年平均値は過去 60 年間で 0.2（20%）から 0.8（80%）の間で
比較的大きく変動している。しかし、統計解析によると、AF
の平均値は 0.42 で長期的（過去 60 年間程度）に有意な変
化傾向は見られない（図 1 参照）。このことは、人為起源の
CO2 排出量の 42%しか大気中に残っていないことを意味す
る。陸域と海洋の CO2吸収量は、排出量の増加に比例して
増え続けている。吸収プロセスは気候変動や土地利用変
化に敏感であるため、AF が将来どのように変化するかは
不確かである。

AF の変化は、地球温暖化を 2℃より十分低く抑える、パ
リ協定の目標達成に大きな影響を与え、排出削減義務の
時期及び/又は規模を調整する必要があるだろう。現在進
行中の気候変動と、干ばつの頻発や森林火災の発生の増
加及び激化などの関連するフィードバック[2]によって、陸
域の生態系による CO2 吸収が減少する可能性がある。海
洋の吸収も、海面水温の上昇、CO2 吸収による水素イオン
濃度指数（pH）の低下[3]及び氷の融解の増加による海洋
の子午面循環の鈍化[4]などにより減少するかもしれない。
AF の変動に関する時宜を得た正確な情報は、放出源と吸
収源のバランスの将来変化を検知するために重要である。

幸運なことに、WMO 全球大気監視（GAW）計画とその協
賛ネットワークが世界の主要地点で実施している大気中
CO2 の観測から情報を得ることができる。これらの長期的
かつ正確な観測結果は、本年報や前号までの年報で紹介
したように、CO2 やその他の温室効果ガスの大気中濃度の
変化傾向の見識を直接与える。これらのデータは、他の観
測データ（例えば、安定同位体比や酸素/窒素（O2/N2）比
など）や逆解析モデル（大気トレーサー輸送モデルの適用）
と組み合わせることができ、世界の炭素循環における主要
な CO2 吸収過程の強度に関する定量的な情報を導出する
ために役立つ。さらにこれらは、AF とその変動に寄与する
要因を解析することにも役立つ[5]。 

この直接観測の情報に基づいて、予期される排出シナリ
オに対する CO2 濃度のより良い予測を行うことができ、気
候予測の改善が可能になる。図 2 は、呼吸と光合成では
CO2と O2が共変動するのに対し、海洋とのガス交換では共
変動しない特性を利用して、化石燃料起源の CO2 排出量
の陸域と海洋の吸収源への分配を、一つの観測所での長
期観測によって明らかにした解析の一例である。なお、こ
の解析は、図 1 とは異なる期間を対象としており、観測所
の地域代表性や較正の不確実性など、全ての不確実性の
要因を含んでいるわけではないことに留意されたい。

図 1 1960 年から 2016 年の期間における大気残留率（AF）の線形トレンド（TA）の推定値[1]。年平均 AF の個々の解析値は、炭素収支の不
均衡がゼロ（AF(1)）またはゼロではない（AF(2)）2 つの手法を用いており、破線で描かれている。この期間における AF の変化傾向はわずかに
上昇傾向が見られるが、統計的に有意とは認められない。 
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図 2 WMO GAW 全球観測所のユングフラウヨッホ観測所（スイス連邦）における、CO2 と O2 の観測結果に基づく全球的な炭素収支の

解析[7]。右上の挿入図は、基になる CO2 と O2/N2 比の 2005 年から 2021 年の時別時系列を示している。解析の結果、この 16 年間

では、排出量のうち大気中に残留する割合は 44%（⊿Ca/⊿t =0.44）、生物圏全体の吸収量（B）は 27%、海洋全体の吸収量（O）は 29%

であることを示す。赤線は化石燃料排出から予想される変化（F）及び茶色線は土地利用変化に関連する排出（LUC）に対応する CO2

及び O2 濃度の変化を示す。(Z)は海洋の熱による脱ガスの O2 濃度変化を示す。 

温室効果ガスの管理政策をより適切に支援するため
には、自然起源の吸収量や化石燃料起源の排出量を
解析し、地域や地方レベルまでに絞り込む必要があり、
現在の現場観測ネットワークの持続性を高め、現場観
測データを追加する必要がある。現場観測と同時に遠
隔観測の能力を、特にアフリカやその他の熱帯地域な
ど、現状十分な観測データが得られていない地域にお
いて向上させる必要がある。 

最近の 2021 年全球気候観測システム（GCOS）進捗
報告書[6]では、GAW 温室効果ガスネットワークや衛星
観測などにおける観測の可用性に関して最近の改善が
認知されているが、依然として改善が必要な 4 つの主
要分野も指摘されている。 

・観測の持続可能性の確保
・観測網におけるギャップへの取組
・観測データの恒久的かつ無料で制限のないアクセス
の確保
・国連気候変動枠組条約（UNFCCC）のパリ協定により
推進される政策への支援拡大

最後の点では、地球全体でより多くの地域的な観測
（都市域及び統合的炭素循環観測システム（ICOS）のよ
うな貢献ネットワーク）が必要となるだろう。WMO GAW
は、例えば、都市域の温室効果ガス監視の国際標準を
策定している統合全球温室効果ガス情報システム
（IG3IS）（https://ig3is.wmo.int/、温室効果ガス年報第 12
号も参照）イニシアティブなどを通じて、これに貢献して
いる。 
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要約 

WMO全球大気監視（GAW）計画から得られた観測成果の
最新の解析によると、2020年の二酸化炭素（CO2）、メタン
（CH4）、一酸化二窒素（N2O）の現場観測ネットワークによる
地上での世界平均濃度（1）は、それぞれ、413.2±0.2 ppm
（2）、1889±2 ppb（3）、333.2±0.1 ppbとなり、解析開始以来の
最高値を更新した。これらの値は、工業化以前（1750年以
前）の、それぞれ149%、262%、123%である。二酸化炭素の
2019年から2020年までの濃度増加量は、2018年から2019
年までの増加量よりわずかに小さく、最近10年間の平均年
増加量よりわずかに大きかった。これは、新型コロナウイル
ス感染症（COVID-19）の世界的流行に関連する規制によ
り、2020年に化石燃料起源の排出量が約5.6%減少したにも
かかわらずである。メタンの2019年から2020年までの濃度
増加量は、2018年から2019年までの増加量より大きく、最
近10年間の平均年増加量より大きかった。一酸化二窒素
の2019年から2020年までの濃度増加量は、2018年から
2019年までの増加量より大きく、最近10年間の平均年増加
量より大きかった。米国海洋大気庁（NOAA）年次温室効果
ガス指標（AGGI）[8]によると、1990年から2020年までに、長
寿命の温室効果ガス（LLGHG）による放射強制力は47%増
加しており、二酸化炭素がそのうちの約80%を占める。

図 3 長寿命の温室効果ガスによる放射強制力（1750 年を
基準）の経年変化と 2020 年の NOAA 年次温室効果ガス指
標（AGGI）[8]。なお、2021 年の気候変動に関する政府間パ
ネル（IPCC）第 1 作業部会報告書[9]で更新された計算は、
この推定には含まれない。CFCs*群には、クロロフルオロカ
ーボン（CFC）類ではない他の長寿命ガス（CCl4、CH3CCl3
及びハロン類など）が含まれるが、この放射強制力の大部
分（2020 年では 95%）をクロロフルオロカーボン類が占め
る。HCFCs 群には、最も濃度の高い 3 種類のハイドロクロ
ロフルオロカーボン（HCFC）類（HCFC-22、HCFC-141b 及
び HCFC-142b）が含まれる。HFCs*群には、最も濃度の高
いハイドロフルオロカーボン（HFC）類（HFC-134a、HFC-
23 、 HFC-125 、 HFC-143a 、 HFC-32 、 HFC-152a 、 HFC-
227ea 及び HFC-365mfc）及び六フッ化硫黄（SF6）を完全に
含むが、2020 年のこの群の放射強制力に占める六フッ化
硫黄の割合はわずかである（13%）。

（4）[8]を占める（図 3）。 

この年報では、放射強制力に対する寄与率はすべて参

考文献[8]における手法で算出しており、基準として 1750 年

を用い、長寿命の温室効果ガスのみを含む。 

WMO GAW計画は、大気中の温室効果ガス及びその他

の微量成分の組織的観測及び解析をとりまとめている。最

近10年間の温室効果ガス観測地点を図4に示す。参加国が

報告した観測データは、気象庁にあるWMO温室効果ガス世

界資料センター（WDCGG）が保管・配布している。 

この年報で WDCGG が報告する世界平均濃度及び増加
量と NOAA が発表した結果[10]は、同じ年であっても値が若
干異なる。これは解析に使用される観測地点の違い、平均
値算出手法の違い、及び値が代表する期間の若干の違い
による。WDCGG は GAW レポート No.184[11]に記載されて
いる手法で解析を行っている。この年報で報告されている
CO2 の解析結果は、新しい CO2 較正スケール WMO CO2

X2019[12]を用いたデータが現在報告されているため、過去
の温室効果ガス年報の解析結果とはわずかに（約 0.2 ppm）
異なる。報告された変化傾向に一貫性をもたせるため、過
去データを新しいスケールに変換している。 

主な 3 種の長寿命温室効果ガスの 2020 年の大気中濃
度の世界平均と、2019 年から、及び 1750 年からの濃度変
化を表に示す。移動体観測によるデータ（図 4 の青の三角
と橙の菱形）は、NOAA による太平洋東部の観測を除き、こ 

a 工業化以前の濃度を、二酸化炭素（CO2）は 278 ppm、メタン
（CH4）は722 ppb、一酸化二窒素（N2O）は 270 ppb と仮定した。 
本解析に使用した観測点数は、CO2（139地点）、CH4（138地点）、
N2O（105地点）。 

表 GAW 温室効果ガス観測ネットワークによる主な温室効
果ガスの地上の世界平均濃度（2020年）と増加量。単
位は乾燥空気のモル分率で誤差幅は68%の信頼限界
による。平均手法は、GAWレポートNo.184 [11]に記載
している。 

CO2 CH4 N2O 

世界平均濃度（2020 年） 
413.2±0.2

ppm 
1889±2 

ppb 
333.2±0.1 

ppb 

1750 年と比較した存在比 a 149% 262% 123% 

2019 年から 2020 年までの 
増加量

2.5 ppm 11 ppb 1.2 ppb 

2019 年からの増加分の比率 0.61% 0.59% 0.36% 

世界平均濃度の最近 10 年

間の平均年増加量

2.40 
ppm/年 

8.0 
ppb/年 

0.99 
ppb/年 

図 4 GAW 観測ネットワークを構成する最近 10 年間の二酸
化炭素観測地点。メタンの観測ネットワークもこれと同様で
ある。 

2020年のGAW現場観測ネットワークの概要 

この WMO 温室効果ガス年報第 17 号は、長寿命の温室効

果ガスの中で最も影響の大きい、二酸化炭素、メタン及び

一酸化二窒素の大気中の濃度と変化を報告するとともに、

その他の温室効果ガスの概要も示す。上記の 3 種類のガス

とフロン 12（CFC-12）及びフロン 11（CFC-11）を合わせる

と、長寿命の温室効果ガスによる放射強制力全体の約 96%

（6 ページに続く） 
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ニュージーランド炭素監視: ニュージーランドの森林の炭素吸収を解明する大気中二酸化炭素の
長期観測の利用

ニュージーランドでは、森林は温室効果ガス排出量の

30%を埋め合わせているが、森林の炭素吸収量の推定値に

は大きな不確かさが残っている。 国連気候変動枠組条約

（UNFCCC）の下で排出目標に対する進捗状況を追跡して

いるニュージーランドの温室効果ガスインベントリ報告書

（NIR）では、森林の炭素吸収量を推定するために、全国的

な観測所ネットワークにおける樹径と樹高の測定値を使用

している[25]。この取組は、国際的に最良の手法とされる指

針に従っているが [26] 、全ての森林生態系の過程を適切

に把握できていない可能性もある。 

大気中の CO2 観測とモデリングから得られた独立した推

定値によると、森林の炭素吸収量は、NIR と陸域生物圏モ

デリングの両方で大幅に過小評価されている可能性がある

[27]。最新の結果は、追加の観測とモデリングを用いてこの

吸収源を確認し、それが少なくとも 10 年間続いていることを

示している（図 10）。

この追加的な炭素吸収は、ニュージーランド南島の南西

部、つまり成熟した天然林に支配されている地域という、最

も可能性が低いと考えられていた場所で起きている（図

11）。 ニュージーランドの天然林は、成長の早い外来種の

樹木を中心としたプランテーション林と比較して、炭素吸収

量が少ないと長年考えられてきた。 これらの結果は、多く

の環境の共便益を伴う炭素吸収のための国の森林管理

に、より持続可能な新しい道筋を拓く可能性がある[27]。

ニュージーランドの気候変動委員会は、プランテーション

林に依存するのではなく、炭素吸収に資する在来種の植林

に移行するよう最近勧告した。 しかし、ニュージーランド固

有の天然林の将来の気候変動に対する感度については、

ほとんど知られていない。 現在行われている観測は、気候

変動に対するこれらの森林の感度を理解し、変化する世界

に対して森林の炭素吸収がどのように応答するかを理解す

る手助けになるだろう。 

図 11 大気観測とモデリングから推定された 2011 年から 2020 年

までのニュージーランドの陸域生物圏の平均吸収量。 

図 10 Biome-BGC モデル（灰色）と大気中の CO2 観測及びモデリング（緑色）から推定されたニュージーランドの陸域生物

圏からの年平均炭素フラックス[27]。 

/(m2・年)

年

/
年

Biome-BGCモデルによる先験値

トップダウン手法に基づく大気中濃度からの
逆解析
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熱帯域の炭素循環を明らかにする観測：正味の二酸化炭素放出域としてのアマゾン 

 

アマゾンのような熱帯域は、地球全体の炭素バランス

において重要な役割を果たしている。アマゾンは地球最

大の熱帯林を有しているが、他の熱帯域と同様に、広範

囲の炭素フラックスを決定するために必要な現場観測

地点はわずかである。地球全体の炭素収支に対するア

マゾンの寄与の推定を向上させるために、2010 年にこ

の地域の 4 つの異なる場所（アルタ・フロレスタ（ALF）、

リオ・ブランコ（RBA）、サンタレン（SAN）及びタバチンガ/

テフェー（TAB/TEF））で航空機による観測プログラムが

開始された。鉛直分布観測は地表近くから海抜約 4.5

km まで及び、収集したデータはアマゾンの大部分（南米

アマゾンの約 80%）の地表面フラックスのバランスを捉え

ている。2010 年から 2018 年にかけて、全体で 600 の

CO2 と CO の航空機による鉛直分布が収集された[28]。

年平均の鉛直分布が図 12 に示されている。大気中へ

の CO2 放出量は、ALF 航空機観測点（南緯 8.80 度、西

経 56.75 度：図 13 参照）で観測された南東部が最も多く

（図 14）、次いで北東部となった。一方、西部の航空機観

測点の鉛直勾配（ここでは示さない）は、ほぼ中立な炭

素バランスまたは炭素吸収を示している。これらの航空

機観測点の年平均鉛直分布の CO2勾配と推定された炭

素フラックスは、土地利用と被覆の変化の影響をより受

けている地域で、大気中への炭素放出量がより多いこと

を示している。アマゾン東部の地域では、過去 40 年間

に、乾季の気温上昇と降水量減少及び歴史的に大規模

な森林破壊が起きたが、西部の地域では人間活動の干

渉は比較的少なく、乾季の気候の変化傾向は比較的弱

い。 

図 13 ALF 航空機観測点のフットプリント（影響する領域の 2010

年から 2018 年の間の年平均）。 

図 12 ブラジル連邦共和国の ALF 航空機観測点における年平

均鉛直分布[28]。 

図 14 ALF 航空機観測点における 2010 年から 2018 年の間の月

平均炭素フラックスの平均値。灰色の帯は月平均値の標準偏差

を示し、実線はアマゾン南東部の 9 年間平均の気候値的炭素フラ

ックスを示す[28]。 
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の解析には使っていない。 

この 3 種の温室効果ガス（表参照）は人間活動と密接に
結びついており、生物圏や海洋とも強い相互作用がある。
大気中の温室効果ガスの将来変化を予測するには、その
様々な放出源や吸収源、大気中の化学反応についての定
量的な理解が必要である。GAW 計画に基づく観測成果は、
これらのガス及び他の長寿命温室効果ガスの収支を解明
するための貴重な手掛かりを与えるとともに、温室効果ガス
の排出量推定の改善や衛星から求めた長寿命温室効果ガ
スの気柱平均データの評価に利用されている。統合全球温
室効果ガス情報システム（IG3IS）は、国や地方行政区レベ
ルで温室効果ガスの放出源及び吸収源についての更なる
見識を与える。

NOAA 年次温室効果ガス指標（AGGI）では、1990 年以降
全ての長寿命温室効果ガスによる放射強制力の合計の増
加を評価している[8]。AGGI は 2020 年には 1.47 となり、放
射強制力の合計は、1990 年以降 2020 年までに 47%（4）、
2019 年からは 1.8%増加した（図 3）。2020 年の全ての長寿
命温室効果ガスによる放射強制力の合計（3.18 Wm-2）は、
二酸化炭素等価換算濃度で 504 ppm に相当する[8]。工業
化以前からの世界全体の放射強制力の増加量に対する主
要な長寿命温室効果ガスの相対的な寄与を図 5 に示す。 

図 5 工業化以前から 2020 年までの世界全体の放射強制力
の増加量に対する主要な長寿命温室効果ガスの寄与[8]。 

二酸化炭素（CO2） 

二酸化炭素は、最も重要な大気中の人為起源温室効果

ガスであり、長寿命の温室効果ガスによる放射強制力の約

66%（4）を占めている。また最近10年間の放射強制力の増加

のうちの約82%（4）、最近5年間でも約82%が二酸化炭素によ

るものである。工業化以前の大気中の二酸化炭素濃度は、

大気、海洋及び陸上生物圏の間の炭素交換のバランスを

反映して約278 ppmであった。二酸化炭素の2020年の世界

平均濃度は413.2±0.2 ppmとなった（図6）。2019年から2020

年までの年平均値の増加量（2.5 ppm）は、2018年から2019

年までの増加量よりわずかに小さかったが、最近10年間の

平均年増加量（2.40 ppm/年）よりわずかに大きかった。これ

は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の世界的流行

に関連する規制により、2020年に化石燃料起源の排出量

が約5.6%減少したにもかかわらずである[13]。なお、温室効

果ガス年報第16号で報告された二酸化炭素の2019年の世

界平均濃度は、全ての報告された解析値を新しいCO2

X2019較正スケールに更新したことで、410.5 ppmから410.7

ppmに調整された[12]。 

大気中の二酸化炭素濃度は、2020年に工業化以前の

149%に達した。これは、主として化石燃料の燃焼とセメント

生産からの排出による結果である。国際エネルギー機関

（IEA）によると、2020年の化石燃料による二酸化炭素排出

量は二酸化炭素換算で31.5 GtCO2
（5）となり、2019年の33.4 

GtCO2から減少した[14]。グローバル・カーボン・プロジェクト

（GCP）の2020年の解析によると、森林伐採とその他の土地

利用変化は、5.7 GtCO2/年（2010年から2019年までの平

均）の排出に寄与した。2010年から2019年の期間の人間活

動による排出のうち、約46%が大気、23%が海洋、31%が陸上

に蓄積され、0.4%は蓄積先が特定されなかった残差である

[15]。化石燃料の燃焼により排出され大気中に残留する二

酸化炭素の比率（大気残留率）は、二酸化炭素吸収源の大

きな自然変動によって年々変動し、世界全体での変化傾向

は確認されていない（表紙の特集記事も参照）。

メタン（CH4）

メタンによる放射強制力は、長寿命の温室効果ガス全体

の約16%（4）を占める。大気中に放出されるメタンの約40%は

自然起源（湿地やシロアリなど）であり、人為起源（畜産、稲

作、化石燃料採掘、埋め立て、バイオマス燃焼など）による

ものは約60%である[16]。現場観測によるメタンの2020年の

世界平均濃度は、解析開始以来の最高値を更新する1889

±2 ppbであり、前年から11 ppb増加した（図7）。この増加は

2018年から2019年までの増加量（8 ppb）より大きく、最近10

年間の平均年増加量より大きい。年増加量は、1980年代後

半の約12 ppb/年から減少し、1999年から2006年の間はほ

ぼゼロとなった。2007年以降、大気中メタン濃度は増加して

おり、人為的な排出増加を反映して2020年に工業化以前

（約722 ppb）の262%に達した。GAWのメタン観測結果を用い

た研究によれば、熱帯の湿地と北半球中緯度での人為排

出源からのメタンの放出増加が近年の増加の原因である

可能性が高い。 

最近の研究では、メタンの排出を緩和することによる短期
的な気候変動への便益と費用対効果が指摘されている
[17]。国連環境計画（UNEP）のメタン・アセスメントでは、いく
つかの緩和策が提示されている[18]。

一酸化二窒素（N２O） 

一酸化二窒素の放射強制力は、長寿命の温室効果ガス
全体の約7%（4）を占め、それらのうちで3番目に大きな寄与が
ある。一酸化二窒素は、自然起源（約60%）と人間活動（約
40%）の両方から放出され、それらは海洋、土壌、バイオマ
スの燃焼、施肥及び各種工業過程を含んでいる。一酸化二
窒素の2020年の世界平均濃度は333.2±0.1 ppbであり、前
年から1.2 ppb増加して（図8）、工業化以前（270 ppb）の123%
となった。2019年から2020年までの増加量は、2018年から
2019年までの増加量より大きく、最近10年間の平均年増加
量（0.99 ppb/年）より大きかった。農地への窒素添加が主な
原因である全世界の一酸化二窒素の人為的排出量は、過
去40年間で30%増加し年間の窒素量で7.3（4.2～11.4）
TgN(6)/年となった。農業は、窒素肥料の使用により、すべて
の人為起源の一酸化二窒素排出量の70%を占める。この増

加が、主に大気蓄積の増加の原因である[19]。

■CO2 ■CH４ ■N2O ■HCFCs ■CFCs* ■HFCs*
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図6 二酸化炭素の1984年から2020年ま
での（a）世界平均濃度と（b）その一
年あたりの増加量。（b）の塗りつぶ
し棒グラフは前年からの濃度差。
（a）の赤線は季節変動を除いた月
平均値、線で結んだ青点は月平均
値を表す。この解析に使用した観測
点は139地点。

図7 メタンの1984年から2020年までの
（a）世界平均濃度と（b）その一年
あたりの増加量。（b）の塗りつぶ
し棒グラフは前年からの濃度差。
（a）の赤線は季節変動を除いた
月平均値、線で結んだ青点は月
平均値を表す。この解析に使用し
た観測点は138地点。

図8 一酸化二窒素の1984年から2020年
までの（a）世界平均濃度と（b）その
一年あたりの増加量。（b）の塗りつ
ぶし棒グラフは前年からの濃度差。
（a）の赤線は季節変動を除いた月
平均値で、この図では月平均値を
表す青点と重なっている。この解析
に使用した観測点は105地点。

図 9 

他の温室効果ガス

オゾン層を破壊する物質に関するモントリオール議定書
で規制されている、オゾン層破壊物質であるクロロフルオロ
カーボン（CFC）類は、他のハロゲン化物と合わせた合計
で、長寿命の温室効果ガスによる放射強制力全体の約11%
（4）を占める。大気中のクロロフルオロカーボン類とほとんど
のハロン類は減少している一方で、同じく強力な温室効果
ガスであるハイドロクロロフルオロカーボン（HCFC）類やハ
イドロフルオロカーボン（HFC）類のいくつかは、今のところ
量は少ないものの（ppt（7）の水準）、比較的急速に増加して
いる。現在のフロン類の観測ネットワークは、即時的な方法

で重要な排出源を決定するには不十分である[20]。六フッ
化硫黄（SF6）も同様に量は少ないが非常に強力な長寿命
の温室効果ガスであり、化学工業生産されて主に配電設備
の電気絶縁体として使われている。現在の大気中の濃度は
1990年代半ばに比べて2倍以上に増加している（図9（a））。 

この年報は主に長寿命温室効果ガスを取り扱う。対流圏
のオゾンはこれらに比べて短寿命だが、ハロカーボン類に
匹敵する放射強制力を持つ[21]。その他多くの汚染物質
（一酸化炭素（CO）、窒素酸化物、揮発性有機化合物など）
は、温室効果ガスとは呼ばれないが、放射強制力に直接的
あるいは間接的な影響をわずかに及ぼす[9]。エーロゾル
（浮遊粒子状物質）も、放射収支に影響する短寿命の物質 
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素及び他の温室効果ガスの観測データを提供している。
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データを提供している。さらに、本年報に用いたデータを提
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（https://gaw.kishou.go.jp/）の一覧表に掲げる。また、スイ

ス気象局（スイス連邦）によって運営される GAW 観測所情
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世界気象機関 科学開発部大気環境研究課

（スイス、ジュネーブ）

E-mail: gaw@wmo.int

Website: https://community.wmo.int/activity-areas/gaw

気象庁 温室効果ガス世界資料センター

（日本、東京）

E-mail: wdcgg@met.kishou.go.jp

Website: https://gaw.kishou.go.jp/

（注釈） 
（1） モル分率で表した濃度：モル分率は混合ガスまたは流体の

濃度を表すのに用いられる。大気化学分野では濃度を乾燥

空気分子に対する着目する成分の分子の存在比率（モル数

の比）で表す。
（2） ppmは乾燥空気分子100万個中の当該ガスの分子数。

（3） ppbは乾燥空気分子10億個中の当該ガスの分子数。
（4） ここでいう比率は、1750年以降の全ての長寿命の温室効果

ガスによる世界全体の放射強制力の増加量に対して、それ

ぞれのガスが寄与する相対的な割合のこと。
（5） 1 GtCO2は10億トン（1015 g）の二酸化炭素量を示す。 なお、

3.664 GtCO2は、1 GtC（炭素換算で10億トン）に相当する。
（6） 1 TgNは窒素換算で100万トン（1012 g）の窒素量を示す。な

お、1.57 TgN2Oの一酸化二窒素量は、窒素換算で1 TgNに相

当する。
（7） pptは乾燥空気分子1兆個中の当該ガスの分子数。

(付録)年報中の主な用語 

放射強制力：地球・大気システムに出入りするエネルギーの

バランスを変化させる影響力の尺度で、気候を変化させる能

力の大きさを示す。１平方メートル当たりのワット数（W m-2）で

表す。 

日本語訳について

 この WMO 温室効果ガス年報第17号（気象庁訳）は、WMO が

2021年10月25日に発行した WMO Greenhouse Gas Bulletin 

No. 17を気象庁が翻訳したものである。 

発行 2021年12月2日

   気象庁 大気海洋部 環境・海洋気象課

温室効果ガス世界資料センター（WDCGG） 
〒105-8431 東京都港区虎ノ門 3-6-9 
電話：03-6758-3900（代表） 
E-mail:      @ wdcgg  met.kishou.go.jp

[28] Gatti, L.V. et al., 2021: Amazonia as a carbon source
linked to deforestation and climate change. Nature, 595: 388-
393, https://doi.org/10.1038/s41586-021-03629-6.
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今回紹介する温室効果ガス観測所 

ケニア山観測所(MKN)

GAW ケニア山観測所（観測所識別子：MKN）は、シリモン
ルートに近いケニア山の北西斜面に位置し、ティマウヒル
から南西に約 5 km、200 m 下にある[24]。この観測所は、
ケニア気象庁（ナイロビ）により運用されている。この観測
所の目的は、アフリカの赤道域における温室効果ガスとエ
ーロゾルの長期的な観測を行うこと、及び、農業による焼
畑や森林伐採の活動が地域的なオゾンの増加に与える影
響を評価することである。ケニア山は、火山起源の孤立し
たほぼ円錐形の山で、周囲の前地（海抜 1800～2000 m）
から海抜約 4300 m まで緩やかに上昇している。この地域
は、1949 年からケニア山国立公園の一部として保護されて
おり、1997 年には世界遺産に指定された。

この観測所は、移動式の 2 つのコンテナの建物として設
計されており、ドイツ連邦共和国のカールスルーエ研究セ
ンター（FZK）気象気候研究所大気環境研究部により準備
され、ユニット全体としてケニア共和国に輸送され、稼働が
開始された。この観測所は 1999 年 10 月に正式に発足し
た。CO、CO2、N2O、CH4、H2、SF6 及び水素と酸素の同位体
を分析するため、NOAA 全球監視研究所（GML）と協同でフ
ラスコサンプリングが開始された。機器の較正は、スイス連
邦材料試験研究所（EMPA）によって 2 年に 1 度行われる。
観測所への電力供給は、熱帯雨林を通って設置された 26
km の送電線によって行われている。

バロー大気基準観測所(BRW) 

1973 年に正式に設立されたバロー大気基準観測所
（BRW）は、NOAA の最北端に位置する観測所であり、北極
圏で最も長く継続して運用されている大気気候観測所であ
る。アラスカ州ウトキアグヴィク市（旧バロー市）の北東 8 
kmに位置するバロー大気基準観測所は、地域的な大気汚
染源の影響を受けていない大気を観測することができる人
里離れた地域に、意図的に人間の居住地の風上側に設置
されている。 

当初の 74 m2 の観測棟は 1973 年に建設され、設置期間
中に数多くの気候関連の長期観測やキャンペーン形式の
実験が行われてきた。47 年後、この建造物は研究者のニ
ーズを満たさなくなり、2020 年に 273 m2 の新しい本館と補
助棟に置き換えられた。新施設には、ルーフデッキ、30 m
の観測塔、6 m の金属製輸送コンテナ 2 式を収納できる大
きさのキャンペーン用科学プラットフォーム、2020 年後半に
新棟に移設された、アメリカ合衆国本土の機器への高速光
ファイバー接続などが含まれている。現在、バロー大気基
準観測所は、大気組成、気候、太陽放射、エーロゾル及び
成層圏オゾンなどの研究を可能にする 200 以上の観測を
支援している。

所在 
所属国：ケニア共和国 
南緯：0.0622° 
東経：37.2922° 
標高：3644 m 
標準時間帯： 
現地時間=協定世界時+3 時間 

所在 
所属国：アメリカ合衆国 
北緯：71.323° 
西経：156.611° 
標高：11 m 
標準時間帯： 
現地時間=協定世界時-9 時間 
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